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本⽇の話題 と 皆様と議論したいこと

• 福岡市における公共⽤地跡地の開発動向
– 近年、公共施設の移転を契機とした公有地の活⽤事例多数

• ⾏政・⺠間事業者・地域住⺠の議論のプロセス
– 福岡市 簀⼦⼩学校跡地の活⽤
– 東京都港区 防衛庁跡地の活⽤
– 東京都中野区 警察学校等跡地の事例
– 東京都⽴川市 国有地処分の事例

• 公有地の処分において、⺠間事業者との対話のなかで公共性をどのように担
保するか︖

• 建物⽤途やまちづくりへの配慮を求めるほど、収⽀の⾒込みが悪化し、⺠間
事業者が提案する⼟地価格は低下する可能性がある
– ⾼く売るために、最低限の条件で処分すべきか︖
– ⾏政が⽬指す施策を実現する、もしくは周辺地域への悪影響を低減するた
めに、様々な条件を付すのか︖

– ⾏政が⽰すビジョンが新たな価値を⽣み出す可能性は︖
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福岡市 簀子小学校跡地の事例
⺠間事業者との対話を重ね、地域の想いを形に
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福岡市中⼼部の⼩学校の統廃合 ⼩学校跡地の発⽣

4福岡市、第１回簀⼦⼩学校跡地活⽤会議 資料 平成29年



⼤濠公園から徒歩圏 近傍には既に⺠間マンションが多数⽴地
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旧簀⼦⼩学校の運動場と体育館は地域コミュニティの拠点だった

6Google Earth 2009年の空中写真



簀⼦⼩学校跡地の概要と再編時の経緯

7平成２８年１２⽉議会 第４委員会報告資料 簀⼦⼩学校跡地のまちづくりの検討状況について 平成２８年１２⽉２０⽇、福岡市住宅都市局



地域からの要望と公共施設として対応できる限界

8平成２８年１２⽉議会 第４委員会報告資料 簀⼦⼩学校跡地のまちづくりの検討状況について 平成２８年１２⽉２０⽇、福岡市住宅都市局



福岡市役所が実施した⺠間事業者へのアイデア募集

9平成３０年９⽉議会 第４委員会報告資料 簀⼦⼩学校跡地のまちづくりの検討状況について、平成３０年９⽉１２⽇ 福岡市住宅都市局



⺠間アイデア募集では、住宅（分譲）の提案が多かったが、住宅以外も複数

10平成２９年９⽉議会 第４委員会報告資料 簀⼦⼩学校跡地のまちづくりの検討状況について、平成２９年９⽉２０⽇ 福岡市住宅都市局



跡地に導⼊する機能（と⽴地を認めない⽤途）

11平成３０年９⽉議会 第４委員会報告資料 簀⼦⼩学校跡地のまちづくりの検討状況について、平成３０年９⽉１２⽇ 福岡市住宅都市局



⼩学校の廃校によって⽣まれた⽤地だが、都⼼居住の進展に伴い
合併先の⼩中学校の児童数増加が懸念される
＞⼀般の分譲住宅以外の跡地活⽤が条件となった

12平成３０年９⽉議会 第４委員会報告資料 簀⼦⼩学校跡地のまちづくりの検討状況について、平成３０年９⽉１２⽇ 福岡市住宅都市局



周辺の商店街や公園との関係を⼟地処分前に緩やかに規定

13福岡市、第２回簀⼦⼩学校跡地活⽤会議 資料 平成30年



優先交渉者提案

14

簀⼦⼩学校跡地活⽤優先交渉権者決定の
お知らせ 令和元年11⽉
住宅都市局地域まちづくり推進部跡地計
画課・教育委員会教育環境部⽤地計画課



竣⼯予定パース

15

株式会社桜⼗字・JR九州 2022年11⽉プレスリリースより引⽤



東京都港区 防衛庁跡地の事例
⼟地処分前の地区計画により、広⼤な公開空地と公園の⼀体整備
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東京ミッドタウン防衛庁本庁檜町庁舎及び防衛施設庁庁舎









ザ・リッツカールトンホテル東
京

ミッドタウンタワー（オフィ
ス）

ミッドタウンフロント

ミッドタウンイース
トパークサイド（住宅）

区⽴檜町公園

21/21デザインサイト
公共空地

ミッドタウンウェス
ト

（オフィス、店
舗）

（オフィス、住宅、ホー
ル）

（店舗、住宅、
サントリー美術館）



処分前の状況
防衛庁本庁檜町庁舎及び防衛施設庁庁舎

青山一丁目

六本木交差点

ＴＢＳ

旧東大生産研

敷地面積： 78,393.60㎡（約23,700坪）

（昭和34年〜平成12年）



⼊札前の経緯
n 昭和６３年１⽉ 「国の機関等の移転について」閣議決定（都内２６箇所、３５ｈ
ａ）

n 昭和６３年〜平成７年 防衛庁市ケ⾕庁舎整備

n 平成７年度 政府機関移転跡地等利⽤計画策定調査１（東京都）
・専⾨委員 ︓佐藤滋（委員⻑）、岸井隆幸、⻄村幸夫、他２名
・関係者 ︓建設省、港区、都市基盤整備公団
→ 周辺現況、⼟地利⽤ポテンシャル、跡地利⽤の視点等について検討
→ 「緑の地域軸」構想の発案

n 平成８年度 政府機関移転跡地等利⽤計画策定調査２（東京都）
→ ８つの整備⽅針を策定
→ 処分⽅法の可能性を検討

n 平成９年度 政府機関移転跡地等利⽤計画策定 懇談会（上記ｱﾌﾀｰﾌｫﾛｰ）
→ ４ｈａの地区公園整備を主要な公共施設整備の⽬⽟に



「緑の地域軸」 －エメラルドネックレスー

国⼟地理院空中写真（今昔マップ利⽤）



８つの基本⽅針

１．オープンスペース整備
（緑の地域軸形成、４ｈａの地区公園整備、空地確保）

２．都⼼型住宅の整備
（１，０００⼾以上の住宅供給、都⼼居住のモデルとなる実験的住宅導⼊）

３．都市型産業の育成
（⾼度な機能を備えた⾼規格の業務施設導⼊、都⼼型産業の育成）

４．⽂化・交流機能の導⼊
（交流拠点となるシティホテル、⽂化創造拠点となる⽂化ホール等導⼊）

５．公共・公益機能の導⼊
（公共駐⾞場、福祉施設、防災施設、地域冷暖房施設などの導⼊）

６．複合⾼度利⽤都市空間の形成
（可能な限り複合度を⾼め⾼度利⽤を図ること、地下空間の活⽤など）

７．周辺環境への配慮
（開発交通は前⾯の外苑東通りで処理、⾚坂⽅⾯への通過交通不可）

８．地形・地物の尊重と景観計画
（既存の地形を活かす、周辺のコンテクストを活かす）

→ 後の地区計画、⼊札条件のベース



n 平成１１年度 都市計画決定（再開発地区計画）のための⼿続⽀援１（関東財務局）
→ 「防衛庁本庁檜町庁舎跡地利⽤に係る３者協議会」実施

（⼤蔵省、東京都、港区）
→ 公共施設の概ねの位置、規模、形状を確定。開発者負担の内容確定。
→ ⾒直し相当容積率の検討。（⼊札案内書への記載に関する調整）

n 平成１２年度 都市計画決定（再開発地区計画）のための⼿続⽀援２（関東財務局）

n 平成１２年５⽉ 防衛庁本庁が市ケ⾕に移転、８⽉以降既存建物解体撤去

n 平成１２年７⽉〜翌４⽉ ⾚坂九丁⽬地区再開発地区計画（第１次）⼿続

n 平成１３年４⽉ ⾚坂九丁⽬地区再開発地区計画（第１次）都市計画決定告⽰

n 平成１３年５⽉ ⼊札案内書公⽰

n 平成１３年９⽉ ⼊札

⼊札前の経緯（続き）





再開発地区計画（第1次） 〜⽅針＋地区整備計画
売却前に地区計画として定められたこと

○既存道路（都道、区道）の拡幅幅員
○歩⾏者専⽤道路（区道）の新設、形状等

（将来の⾚坂中学校⽤地整形化への布⽯）
○道路としての減歩率（約８％）
○公共空地（⺠間整備）の規模、配置

○既設の都市計画公園を⽅針区域に内包
（将来の⼀体的な再整備への布⽯）

○通過交通排除型の地区内通路配置
○壁⾯後退の基本的考え⽅

※⾒直し相当容積率の想定
（３１９％→４２９％）

※計画容積率の考え⽅の例⽰（約５００％）



⼊札案内書（平成13年5⽉）



檜町公園と巨⼤な公開空地（⺠間所有）の⼀体的整備





東京都中野区 警察学校跡地の事例
まちづくりガイドラインが⽣み出した公開空地と公園の⼀体感
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⺠有地と公有地の⼀体的なつながりが新たな価値を⽣み出す
中野セントラルパーク＋中野四季の森公園

33新建築2020年10⽉別冊 『58 Public Spaces in Tokyo Cooperative Design for New Urban Infrastructures』



公園と⺠間が提供する公開空地の⼀体化

34新建築2020年10⽉別冊 『58 Public Spaces in Tokyo Cooperative Design for New Urban Infrastructures』













公園｜公開空地







⼟地処分の前に周辺も含めたまちづくりの⽅針を丁寧に検討
まちづくりガイドラインにより、具体の制限とインセンティブを明⽰
地区計画等の都市計画により、⽅針の実現を担保

43
中野区ウェブサイトより転載



官⺠にまたがる緑地空間3-4haを当初から明記

44東京都・中野区・杉並区「警察⼤学校等移転跡地⼟地利⽤転換計画案」の⾒直し 2005



周辺も含めたまちづくりのビジョンが重要
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⼟地利⽤や公共空間の設置について
細やかな条件を課すこと引き換えに

容積率のインセンティブを事前に明⽰

46中野区 中野駅周辺まちづくりガイドライン2007



官⺠境界を感じさせない空間は、強い意図を持って計画された

47中野区 中野駅周辺まちづくりガイドライン2007



東京都立川市立川飛行場跡地の事例
地域の企業が⽣み出した⺠有地の中の公共的空間
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⽴川⾶⾏場跡地（国有地）の処分
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⽴川⾶⾏場跡地（留保地）等に係る⼟地利⽤計画
平成31 年４⽉
⽴川市



⽴川⾶⾏場跡地の国有地売却

50国⼟地理院空中写真（今昔マップ利⽤）



51グリーンスプリングス ウェブサイト https://greensprings.jp/ より引⽤
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カフェ
有料のサービス

リビング
無料の居場所
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まとめにかえて

• 公有地の処分において、⺠間事業者との対話のなかで公共性をどのように担
保するか︖

• 建物⽤途やまちづくりへの配慮を求めるほど、収⽀の⾒込みが悪化し、⺠間
事業者が提案する⼟地価格は低下する可能性がある
– ⾼く売るために、最低限の条件で処分すべきか︖
– ⾏政が⽬指す施策を実現する、もしくは周辺地域への悪影響を低減するた
めに、様々な条件を付すのか︖

– ⾏政が⽰すビジョンが新たな価値を⽣み出す可能性は︖

• まちづくりに結びつけるためには、市⺠（消費者）が求める都市空間を⽣み
出すためのビジョン作りが重要である。

• 居⼼地の良い空間が⽣まれれば、結果として不動産価値も向上する。
• ⼤都市では地区計画等による容積率のインセンティブが有効だが、地⽅都市
では︖
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